第10回パーソナルアシスタンス☆フォーラム　レジュメ（キーワード）　　　　　　　　　　　　2008.1.31
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かりん燈 万人の所得保障を目指す介助者の会　　　渡邉　琢

○2009年4月に介護報酬単価の改定→来年度が勝負の年

骨太の方針2006、日本経済の進路と戦略　「医療・介護サービスの質向上・効率化プログラム」　5年で1.6億兆円の社会保障費歳出削減

介護者の貧困世帯化（一人暮らしで月収額面19万円とすると、各種減免を勘案すれば、生活保護と同水準）
「障害者自立支援法に係る訪問介護労働者の生活・労働アンケート」について
○介助者・介護者も一人の主権者として声を上げる。当事者主権。自分の人生の当事者となる、ということ。介助者・介護者としての社会的責任。みずからの生活保障をきっちりと要求する。
○利用者　―　介護者

　（保障）↑↓（追及）　　　　〈公的責任の追及の必要性（障害者の介護保障と介護者の生活保障）〉
　　　国（公的責任）
○介助者・介護者のキャリアアップについて。「新しい介護福祉士の養成と生涯を通じた能力開発」。
　介護福祉士「幅広い利用者に対する基本的な介護を提供できる」⇔パーソナルアシスタンス（当事者が育てる）　能力開発：要介護度の改善（＝成功報酬・事業所評価加算）が質の高いサービス？
福祉新聞　2007年12月17日号（2368号）
■介護労働の待遇改善「経営面の強化も必要」厚労省作業部会が報告書
　介護労働の実態把握を進めていた厚生労働省の作業部会（田中滋座長）は10日、関係団体へのヒアリングを基にまとめた報告書を社会保障審議会介護給付費分科会（大森彌座長）に提出した。報告書は、労働者の待遇を改善するには介護報酬の水準だけでなく、収益の適切な配分など経営面の強化も必要であることを強調。同分科会はこの報告書などを基に、２００９年４月の報酬改定に向けて08年秋から本格的に議論する。
　

○利用者はお客様？　ともに社会をつくりかえていく、ということ。
　「だが当事者は、たんなる利用者、消費者ではない。私たちがあえて、当事者主権ということばを選ぶのは、何よりも受け身の「お客様」扱いに対する抵抗からである。サービスの主人公は、それを提供する側ではなく、それを受けとる側にある、という考え方は、生産優位から消費優位への市場の構造の転換と対応しているが、同時に、「利用者本位」、「お客様本位」というフレーズが、「お客様」のどのような無理難題にも応じなさいという、サービス労働者の搾取に結びついてきたことも、考慮しなければならない。当事者主権とは、サービスという資源をめぐって、受け手と送り手のあいだの新しい相互関係を切りひらく概念でもある」（『当事者主権』：5-6）
○介護者の自己理解：健全者・差別者としての自己／主権者としての自己／介助者・介護者としての自己／家庭人としての自己／社会的存在としての自己／さまざまな人生の経験を重ねてきた自己

「我々【ＣＰ者】が発言する場合考えなければならないことは、親兄弟から別れ一人ぼっちになった自分を想定した時、あるいは夕暮れの雑踏の中に放り出された自分（今の障害のままの）を発見した時、いかにさげびいかに行動すべきかということなのである。そして一人ぼっちになった自分、ありのままの姿の自己を捕えた時、自ずから己とは何か、脳性マヒ者とは何か、更に人間とは何かということにつきあたるであろう。」
